
 

入 札 説 明 書 

 

青森労働局総務部  

 

１ 契約担当官等 

支出負担行為担当官 青森労働局総務部長 定政 紀彦 

 

２ 競争に付する事項 

 (1) 調達件名    令和７年度青森労働局管内（安定所８施設）で使用する電力供給契約 

 (2) 調達件名の仕様等  仕様書による。 

 (3) 供給期間    令和７年４月１日０時から令和８年３月３１日２４時 

 (4) 需要場所    仕様書の別添「需要場所一覧表①、②」による。 

 (5) 入札方法     落札者の決定は、一般競争入札（最低価格落札方式）をもって行うので、入

札書に記載する金額は、各社において設定する契約電力に対する単価（基本料

金単価）及び使用電力量に対する単価（電力量料金単価）を根拠とし、仕様書

及び仕様書の別添に記載した施設ごとの予定契約電力、力率及び予定使用電力

量に基づき算出した各月の対価の年間総価を入札金額とすること。 

           なお、落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１

０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある

ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするの

で、入札者は消費税に係る課税事業者であるか免税業者であるかを問わず、見

積もった契約金額の１１０分の１００に相当する額を入札書に記載すること。 

          ※ 入札書に記載する金額の算定に当たっては、力率は１００％とし、発電費

用等に係る燃料価格変動の調整額及び電気事業者による再生可能エネルギー

電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮しないこととする。 

 (6) 入札保証金及び契約保証金   免除 

 

３ 競争参加資格 

 (1) 予算決算及び会計令第７０条及び第７１条に規定される次の事項に該当する者は、競争に参

加する資格を有さない。 

  ① 以下の各号のいずれかに該当する者 

   ア 当該契約を締結する能力を有しない者（未成年者、被保佐人又は被補助人であっても、契

約締結のために必要な同意を得ている者を除く。） 

   イ 破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者 

   ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第32条第１項各

号に掲げる者 

  ② 以下の各号のいずれかに該当すると認められ、３年以内の期間を定めて、一般競争に参加さ

せないこととした者（これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者についてもまた

同じ。） 

   ア 契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しく

は数量に関して不正の行為をした者 

   イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連合

した者 

   ウ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 



 

   エ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

   オ 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽

の事実に基づき過大な額で行った者 

   カ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

   キ 前各号のいずれかに該当する者を、契約の締結又は履行に当たり、代理人、支配人、その

他の使用人として使用した者 

 (2) 令和４・５・６年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、厚生労働省大臣

官房会計課長から「物品の販売」で「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」等級に格付けされてい

ること。 

 (3) 次の事項に該当する者は、競争に参加することができない。 

  ① 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載した者 

  ② 経営の状況又は信用度が極度に悪化している者 

  ③ 厚生労働省から、指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

 (4) 次の要件を満たす者であること。 

  ① 次に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書提出期限の直近２年間（オ及

びカについては２保険年度）の保険料の滞納がない者であること。 

   ア．厚生年金保険 イ．健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの） 

   ウ．船員保険   エ．国民年金   オ．労働者災害補償保険   カ．雇用保険 

    ※ 各保険料のうちオ及びカについては、当該年度における年度更新手続を完了すべき日が

未到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続を完了すべき日以降の場合に

あっては当該年度及び前年度の保険料について滞納がない（分納が認められているものに

ついては納付期限が到来しているものに限る。）こと。 

  ② この入札の入札書提出期限の直近１年間において。厚生労働省が所管する法令に違反したこ

とにより送検され、行政処分を受け、又は行政指導（行政機関から公表されたものに限る。）

を受けた者にあっては本件業務の公正な実施または本件業務に対する国民の信頼の確保に支障

を及ぼすおそれがないこと。 

    ※ これに該当すると思われる事実がある者は、あらかじめ４（２）②に照会すること。 

 (5) 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を受けている者であること。 

 (6) 予算決算及び会計令第７３条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める入札参加資格者

として、二酸化炭素排出係数、未利用エネルギーの活用、再生可能エネルギーの導入、グリー

ン電力証書の譲渡及び需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取組並びに電源構成

及び二酸化炭素排出係数の情報の開示に関し、別冊－２に掲げる入札適合条件を満たすこと。 

 

４ 入札書の提出場所等 

  本件入札は電子調達システムにより行う。入札は、システムに定める手続きに従い、提出期限ま

でに入札書を提出しなければならない。なお、紙による入札の参加を希望する場合は、令和７年２

月１９日（水）１６時００分までに別紙－３様式を提出すること。 

  入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることはできない。 

 (1) 電子調達システムによる場合 

    入札書の提出期限 

    令和７年２月２０日（木） １６時００分 

      通信状況により提出期限時間内に電子調達システムに入札書が到着しない場合が 

      あるので、余裕をもって行うこと。 

 



 

 (2) 紙による場合 

  ① 入札書の受領期限 

     令和７年２月２０日（木） １６時００分 

  ② 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

     〒030-8558 青森市新町２－４－２５ 青森合同庁舎５階 

           青森労働局総務部総務課会計第一係 

           （担当者） 田舘・工藤   電話 017-734-4111 （内線）517・518 

  ③ 入札書の提出方法 

    入札書は別紙－１の様式にて作成、封筒に入れ封印し、かつ、その封皮に氏名（法人の場合

はその名称又は商号）、宛名（支出負担行為担当官青森労働局総務部長）及び「令和７年２月

２１日開札「令和７年度青森労働局管内（安定所８施設）で使用する電力供給契約」の入札書

在中」と朱書きしなければならない。 

    郵便（書留郵便に限る）により提出する場合は、封筒は二重封筒とし、表封筒に「令和７年

年２月２１日開札「令和７年度青森労働局管内（安定所８施設）で使用する電力供給契約」の

入札書在中」の旨朱書し、中封筒の封皮には直接提出する場合と同様に氏名等を記し、上記４

（２）②あてに入札書の受領期限までに送付しなければならない。 

 (3) 電話、電信等による提出は認めない。 

 (4) 入札の無効 

    本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入札者に求められ

る義務を履行しなかった者の提出した入札書は無効とする。 

    また、入札に参加した者が別紙－７の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓

約書に反することとなったときは、当該者の入札を無効とするものとする。 

 (5) 入札の延期等 

    入札者が相連合し又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公正に執行すること

ができない状態にあると認められるときは、当該入札を延期し、又はこれを取り止めることが

ある。 

 (6) 代理人による応札 

  ① 代理人が電子調達システムにより入札する場合には、当該システムで定める委任の手続きを

終了しておかなければならない。また、技術資料の提出等をシステム上において行う場合には、

当初の手続きをする時点までに委任の手続きを完了させておくこと。なお、電子調達システム

による入札においては、復代理人による応札は認めない。 

  ② 代理人が紙により入札する場合には、入札書に競争参加者の氏名、名称又は商号、代理人で

あることの表示及び当該代理人の氏名を記入しておくとともに、入札書提出時に別紙－２様式

による代理委任状を提出しなければならない。 

  ③ 委任状の日付は、提出日を記入すること。 

  ④ 入札者又はその代理人は、本件調達に係る入札について他の入札者の代理人を兼ねることが

できない。 

 

５ 開札 

 (1) 開札の日時及び場所 

    令和７年２月２１日（金）１１時００分 

    青森市新町２－４－２５ 青森合同庁舎５階 青森労働局総務部別室 

 (2) 電子調達システムによる入札の場合 

    電子調達システムにより入札書を提出した場合には、開札場における立ち会いは不要であ



 

るが、入札者又はその代理人は、開札時刻には端末の前で待機し、同システムにより開札に

立ち会うものとする。 

 (3) 紙による入札の場合 

  ① 開札は、入札者及びその代理人を立ち会わせて行う。ただし、入札者又はその代理人が立

ち会わない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 

  ② 入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場することはできない。 

  ③ 入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求めに応じ

競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に関する委任状（復代理人の場合）

を提示又は提出しなければならない。 

  ④ 入札者又はその代理人は、支出負担行為担当官が特にやむを得ない事情があると認めた場

合のほか、開札終了まで開札場を退場することができない。 

 (4) 再度入札の取扱い 

   開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち、予定価格の制限に達した価

格の入札がないときは、速やか（再度入札決定から３開庁日以内）に再度入札を行う。なお、

電子調達システムにおいては、再度入札通知書に示す時刻までに再度の入札を行うものとする。 

 

６ その他 

 (1) 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨   日本語及び日本国通貨 

 (2) 入札者に要求される事項 

  ① 電子調達システムによる入札の場合 

   ア この一般競争に電子調達システムによる入札参加を希望する者は、本入札説明書３の競争

参加資格を有することを証明する書類等（別紙－５参照）をスキャナ等により電子データ化

したものを、電子調達システムの手順に応じて令和７年２月１９日（水）１６時００分まで

に提出しなければならない。 

     競争参加資格等確認関係書類を電子データ化する際は、各項目別に一つのファイルを作成

するものとする。また、電子調達システムはシステム上、一つのファイルしか送付できない

ため、作成した各項目別のファイルは、ＺＩＰ形式にて圧縮の上、一つのファイルとして送

付すること。なお、送付する際において、システム上、３メガバイト以上のファイルは送付

できず、また、ファイルは一回しか送付できないので留意すること。 

   イ 電子調達システムで入札参加をする場合であって、特段の事情により競争参加資格等確認

関係書類を電子データ化することができない場合については同書類を紙によって提出するこ

とを認めるが、その場合であっても、別紙－４の「競争参加資格等確認関係書類の紙による

提出について」はMS-Word(MS-Word2010又はそれ以下のバージョン)又は一太郎（一太郎Pro

又はそれ以下のバージョン）で作成の上、電子調達システムにより提出すること。なお、本

処理を行わない場合、同システムによる入札ができなくなるので留意すること。 

  ② 紙による入札の場合 

    この一般競争に紙による参加を希望する者は、本入札説明書３の競争参加資格を有すること

を証明する書類等（別紙－５参照）を令和７年２月１９日（水）１６時００分までに本入札説

明書４（２）②に提出しなければならない。 

    郵便（書留郵便に限る）により提出する場合は、封筒に「令和７年２月２１日開札「令和７

年度青森労働局管内（安定所８施設）で使用する電力供給契約」の競争参加資格等確認関係書

類在中」の旨朱書し、上記４（２）②あてに期限までに送付しなければならない。なお、電話、

電信等による提出は認めない。 

 



 

  ③ 入札に参加を希望する者は、上記証明書とあわせて別紙－７の暴力団等に該当しない旨の誓

約書を提出しなければならない。 

  ④ 開札日までの間において、支出負担行為担当官から前記①から③の書類等に関し説明を求め

られた場合には、これに応じなければならない。 

 (3) 落札者の決定方法 

   一般競争入札（最低価格落札方式）とする。 

  ① 本入札説明書４（１）又は（２）に従い入札書を提出した者であって、本入札説明書３の競

争参加資格及び仕様書の要求要件をすべて満たし、当該入札者の入札価格が予算決算及び会計

令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内であり、かつ、最低価格をもっ

て有効な入札を行った者を落札者とする。なお、本件は、低入札価格調査制度を適用し、入札

の結果、調査基準価格を下回る入札が行われた場合には、低入札価格調査を実施するため、調

査基準価格を下回る入札を行った者は、事後の調査に協力する義務があるものとする。 

    また、落札者となるべき者の入札金額によっては、その者により当該契約の内容に適合した

履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な

取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価

格の制限の範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち、最低価格をもって有効な入札を行

った者を落札者とする。 

  ② 落札者となるべき者が二人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引かせ、落札者を決

定するものとする。また、入札者又はその代理人が直接くじを引くことができないときは、入

札事務に関係ない職員がこれに代わってくじを引き落札者を決定するものとする。 

  ③ 落札者が決定したときは、入札者にその氏名（法人の場合にはその名称）及び金額を口頭及

び電子調達システムの落札通知書又は電話等により通知するものとする。 

 (4) 契約書の作成 

   原則、契約書の締結は電子契約によることとする。なお、格別の事情により電子調達システム

による電子契約が困難な場合に限り下記①から④のとおり紙媒体での取り交わしを可とする。 

  ① 競争入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、遅滞なく契約書を取り交わすものとす

る。 

  ② 契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、その者が契約

書の案に記名押印し、更に支出負担行為担当官が当該契約書の案の送付を受けてこれに記名押

印するものとする。 

  ③ 上記②の場合において支出負担行為担当官が記名押印したときは、当該契約書の１通を契約

の相手方に送付するものとする。 

  ④ 支出負担行為担当官が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確定し

ないものとする。 

   契約締結日までに令和７年度の予算（暫定予算を含む。）が成立しなかった場合、契約締結日

は予算が成立した日以降とする。また、暫定予算になった場合、全体の契約期間に対する暫定予

算の期間分のみの契約とする場合がある。 

 (5) 支払条件 

   業務の履行が行われた後、適法な支払請求書を受理した日から３０日以内に契約金額を支払う。 

 (6) 障害発生時及び電子調達システム操作等の問い合わせ先は次のとおりとする。 

   ・ヘルプデスク 0570-014-889（017-731-3177（ＩＰ電話等をご利用の場合）） 

   ・ホームページ https://www.geps.go.jp/ 

    ただし、申請書類、応札の締め切り時間が切迫しているなど緊急を要する場合には、上記４

（２）②へ連絡すること。 



 

 (7) 入札参加にあたっての留意事項 

  ① 入札方法について 

   ア 入札は、入札説明書で定められた入札書により行うこと。 

   イ 入札書に記載する住所、商号及び氏名並びに入札書に押す印鑑は、入札者があらかじめ届

け出たものを用いること。 

   ウ 担当者等が入札書等必要な書類を提出した場合であっても、入札に参加を希望する者自身

が当該入札への参加を決定したものとする。 

   エ 入札書の受領期限に遅れた入札は一切認めない。 

  ② 次に掲げる入札は無効にすることがある。 

   ア 入札書に記名がされていない入札 

   イ 入札金額を訂正した入札 

   ウ 金額の数字等が不明瞭な入札 

   エ 入札書に単価、数量及び総価を記載することを求めた場合の入札書に計算誤りがある入札 

   オ その他、入札公告若しくは通知、当該入札説明書又は係官が指示した事項に違反した入札 

  ③ 違約金等について 

    落札した者が契約を締結しない場合、入札保証金を納めているときはそれが国庫に帰属し、

入札保証金を納めていないときは入札金額の100分の５に相当する金額を違約金として納めな

ければならない。 

    押印が省略された入札書等必要な書類に虚偽記載等の不正が発覚した場合は、契約解除や違

約金を徴取する場合があり得る。 

  ④ 人権尊重への取り組み 

    入札参加者は、入札書の提出（GEPSの電子入札機能により入札した場合を含む）をもって

「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」（令和４年９月13日

ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進・連絡会議決定）を踏まえ

て人権尊重に取り組むよう努めることに誓約したものとする。 

 

◎ 様式等 

 ・別紙－１    入札書 

 ・別紙－１－２  入札金額内訳書 ※入札書に添付して提出すること 

 ・別紙－２    委任状 

 ・別紙－３    電子入札案件の紙入札方式での参加について 

          （紙での入札参加をする場合のみ必要） 

 ・別紙－４    競争参加資格等確認書類の紙による提出について 

           電子調達システムで入札参加をする場合であって、かつ別紙－５で定める 

           競争参加資格等確認関係書類を紙によって提出する場合のみ必要 

 ・別紙－５    競争参加資格等確認関係書類 

 ・別紙－６    自己申告書 

 ・別紙－７    誓約書 

 ・別紙－８    保険料納付に係る申立書 

・別紙－９    適合証明書 ※競争参加資格等確認関係書類に添付して提出すること 

 ・別冊－１    仕様書 

 ・別冊－２    二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件 

 ・別冊－３    「各用語の定義」 

 ・別冊－４    契約書（案） 



別添１

（参考）予算決算及び会計令

第７章　契約

第２節　一般競争契約

　第１款　一般競争参加者の資格（第70条～第73条）

　第２款　公告及び競争　　　　（第74条～第82条）

　第３款　落札者の決定等　　　（第83条～第85条）

第１款　一般競争参加の資格

　（一般競争に参加させることができない者）

　第70条　契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第29条の３第１項の競争（以下「一般

　　競争」という。）に付するときは、特別の理由がある場合を除くほか、次の各号のいずれかに該当する者を

　　参加させることができない。

　　一　当該契約を締結する能力を有しない者

　　二　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

　　三　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第32条第１項各号に掲げる者

　（一般競争に参加させないことができる者）

　第71条　契約担当官等は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認められるとき

　　は、その者について３年以内の期間を定めて一般競争に参加させないことができる。その者を代理人、支配

　　人その他の使用人として使用する者についても、また同様とする。

　　一　契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは数量に関し

　　　て不正の行為をしたとき。

　　二　公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連合したとき。

　　三　落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。

　　四　監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。

　　五　正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき。

　　六　契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事実に基づ

　　　き過大な額で行ったとき。

　　七　この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされている者を契約の締結又は

　　　契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。

　２　契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般競争に参加させないこと

　　ができる。
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入札金額

億 百 万 千 百 十 円

件　名 ：

上記のとおり入札説明書及び仕様書等を承諾のうえ入札します。

　令和 　　年 　　月 　　日

支出負担行為担当官

　青森労働局総務部長　殿

（注意）業務の履行に要する一切の諸経費を含め金額を見積もること。
　　　　人件費には賃金・最低賃金上昇予定分を含め金額を見積もること。

代 理 人

別紙－１

入　　札　　書

千 十

金　額

（消費税を含まない。）

令和７年度　青森労働局管内（安定所８施設）で使用する電力供給契約

住    所

商    号

代 表 者



別紙－１－２

①基本料金率予定単価（月額：消費税込） 円／kw

②使用電力量率予定単価（月額：消費税込） 円／kwh（その他季）

円／kwh（夏季）

③契約予定電力 65 kw

庁名 青森公共職業安定所

基本料金電力単価(月額)(円／kw)(消費税込） 使用電力量料金（月額)(円／kwh)（消費税込） ⑩月額合計金額（円） 備考

④力率修正 ⑤単価(円) ⑥小計 ⑨小計

（185－力率）　①×④/100 　契約電力×契約電力単価(月額) ⑦使用電力量 ⑧使用電力料金単価 使用電力量×使用電力料金単価

(%) 　③×⑤ （kwh） (円) 　⑦×⑧

4月 10,199 その他季

5月 8,156 その他季

6月 8,801 その他季

7月 12,417 夏季

8月 13,375 夏季

9月 11,361 夏季

10月 8,384 その他季

11月 10,590 その他季

12月 12,919 その他季

1月 14,128 その他季

2月 12,967 その他季

3月 13,127 その他季

合計 136,424

小数点第3位を四捨五入 小数点第3位を四捨五入

※入札書に添付して提出すること。 （消費税抜）

入札金額内訳書

（⑥＋⑨）（円未満切り捨
て）

⑪合計金額×100/110（円未満切り捨て）



別紙－１－２

入札金額内訳書

①基本料金率予定単価（月額：消費税込） 円／kw

②使用電力量率予定単価（月額：消費税込） 円／kwh（その他季）

円／kwh（夏季）

③契約予定電力 70 kw

庁名 八戸公共職業安定所

基本料金電力単価(月額)(円／kw)(消費税込） 使用電力量料金（月額)(円／kwh)（消費税込） ⑩月額合計金額（円） 備考

④力率修正 ⑤単価(円) ⑥小計 ⑨小計

（185－力率）　①×④/100 　契約電力×契約電力単価(月額) ⑦使用電力量 ⑧使用電力料金単価 使用電力量×使用電力料金単価

(%) 　③×⑤ （kwh） (円) 　⑦×⑧

4月 10,959 その他季

5月 10,730 その他季

6月 14,415 その他季

7月 16,305 夏季

8月 15,392 夏季

9月 13,596 夏季

10月 9,812 その他季

11月 11,022 その他季

12月 14,146 その他季

1月 14,335 その他季

2月 13,691 その他季

3月 13,113 その他季

合計 157,516

小数点第3位を四捨五入 小数点第3位を四捨五入

※入札書に添付して提出すること。 （消費税抜）

（⑥＋⑨）（円未満切り捨
て）

⑪合計金額×100/110（円未満切り捨て）



別紙－１－２

入札金額内訳書

①基本料金率予定単価（月額：消費税込） 円／kw

②使用電力量率予定単価（月額：消費税込） 円／kwh（その他季）

円／kwh（夏季）

③契約予定電力 45 kw

庁名 弘前公共職業安定所

基本料金電力単価(月額)(円／kw)(消費税込） 使用電力量料金（月額)(円／kwh)（消費税込） ⑩月額合計金額（円） 備考

④力率修正 ⑤単価(円) ⑥小計 ⑨小計

（185－力率）　①×④/100 　契約電力×契約電力単価(月額) ⑦使用電力量 ⑧使用電力料金単価 使用電力量×使用電力料金単価

(%) 　③×⑤ （kwh） (円) 　⑦×⑧

4月 5,765 その他季

5月 5,373 その他季

6月 6,142 その他季

7月 8,578 夏季

8月 6,768 夏季

9月 6,685 夏季

10月 4,446 その他季

11月 5,713 その他季

12月 6,808 その他季

1月 7,365 その他季

2月 6,491 その他季

3月 6,704 その他季

合計 76,838

小数点第3位を四捨五入 小数点第3位を四捨五入

※入札書に添付して提出すること。 （消費税抜）

（⑥＋⑨）（円未満切り捨
て）

⑪合計金額×100/110（円未満切り捨て）



別紙－１－２

入札金額内訳書

①基本料金率予定単価（月額：消費税込） 円／kw

②使用電力量率予定単価（月額：消費税込） 円／kwh（その他季）

円／kwh（夏季）

③契約予定電力 21 kw

庁名 むつ公共職業安定所

基本料金電力単価(月額)(円／kw)(消費税込） 使用電力量料金（月額)(円／kwh)（消費税込） ⑩月額合計金額（円） 備考

④力率修正 ⑤単価(円) ⑥小計 ⑨小計

（185－力率）　①×④/100 　契約電力×契約電力単価(月額) ⑦使用電力量 ⑧使用電力料金単価 使用電力量×使用電力料金単価

(%) 　③×⑤ （kwh） (円) 　⑦×⑧

4月 2,627 その他季

5月 2,496 その他季

6月 2,600 その他季

7月 3,377 夏季

8月 3,421 夏季

9月 3,210 夏季

10月 2,620 その他季

11月 2,904 その他季

12月 3,482 その他季

1月 3,585 その他季

2月 3,146 その他季

3月 3,323 その他季

合計 36,791

小数点第3位を四捨五入 小数点第3位を四捨五入

※入札書に添付して提出すること。 （消費税抜）

（⑥＋⑨）（円未満切り捨
て）

⑪合計金額×100/110（円未満切り捨て）



別紙－１－２

入札金額内訳書

①基本料金率予定単価（月額：消費税込） 円／kw

②使用電力量率予定単価（月額：消費税込） 円／kwh（その他季）

円／kwh（夏季）

③契約予定電力 30 kw

庁名 野辺地公共職業安定所

基本料金電力単価(月額)(円／kw)(消費税込） 使用電力量料金（月額)(円／kwh)（消費税込） ⑩月額合計金額（円） 備考

④力率修正 ⑤単価(円) ⑥小計 ⑨小計

（185－力率）　①×④/100 　契約電力×契約電力単価(月額) ⑦使用電力量 ⑧使用電力料金単価 使用電力量×使用電力料金単価

(%) 　③×⑤ （kwh） (円) 　⑦×⑧

4月 4,864 その他季

5月 4,011 その他季

6月 5,186 その他季

7月 7,398 夏季

8月 7,680 夏季

9月 5,424 夏季

10月 3,702 その他季

11月 6,484 その他季

12月 9,191 その他季

1月 9,052 その他季

2月 8,423 その他季

3月 8,283 その他季

合計 79,698

小数点第3位を四捨五入 小数点第3位を四捨五入

※入札書に添付して提出すること。 （消費税抜）

（⑥＋⑨）（円未満切り捨
て）

⑪合計金額×100/110（円未満切り捨て）



別紙－１－２

入札金額内訳書

①基本料金率予定単価（月額：消費税込） 円／kw

②使用電力量率予定単価（月額：消費税込） 円／kwh（その他季）

円／kwh（夏季）

③契約予定電力 29 kw

庁名 五所川原公共職業安定所

基本料金電力単価(月額)(円／kw)(消費税込） 使用電力量料金（月額)(円／kwh)（消費税込） ⑩月額合計金額（円） 備考

④力率修正 ⑤単価(円) ⑥小計 ⑨小計

（185－力率）　①×④/100 　契約電力×契約電力単価(月額) ⑦使用電力量 ⑧使用電力料金単価 使用電力量×使用電力料金単価

(%) 　③×⑤ （kwh） (円) 　⑦×⑧

4月 3,723 その他季

5月 3,607 その他季

6月 3,953 その他季

7月 5,368 夏季

8月 6,142 夏季

9月 4,916 夏季

10月 3,518 その他季

11月 3,917 その他季

12月 5,413 その他季

1月 6,192 その他季

2月 5,716 その他季

3月 5,049 その他季

合計 57,514

小数点第3位を四捨五入 小数点第3位を四捨五入

※入札書に添付して提出すること。 （消費税抜）

（⑥＋⑨）（円未満切り捨
て）

⑪合計金額×100/110（円未満切り捨て）



別紙－１－２

入札金額内訳書

①基本料金率予定単価（月額：消費税込） 円／kw

②使用電力量率予定単価（月額：消費税込） 円／kwh（その他季）

円／kwh（夏季）

③契約予定電力 26 kw

庁名 三沢公共職業安定所

基本料金電力単価(月額)(円／kw)(消費税込） 使用電力量料金（月額)(円／kwh)（消費税込） ⑩月額合計金額（円） 備考

④力率修正 ⑤単価(円) ⑥小計 ⑨小計

（185－力率）　①×④/100 　契約電力×契約電力単価(月額) ⑦使用電力量 ⑧使用電力料金単価 使用電力量×使用電力料金単価

(%) 　③×⑤ （kwh） (円) 　⑦×⑧

4月 4,156

5月 3,412 その他季

6月 4,157 その他季

7月 5,603 夏季

8月 5,734 夏季

9月 4,597 夏季

10月 2,877 その他季

11月 4,108 その他季

12月 5,120 その他季

1月 5,333 その他季

2月 4,921 その他季

3月 4,790 その他季

合計 54,808

小数点第3位を四捨五入 小数点第3位を四捨五入

※入札書に添付して提出すること。 （消費税抜）

（⑥＋⑨）（円未満切り捨
て）

⑪合計金額×100/110（円未満切り捨て）
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入札金額内訳書

①基本料金率予定単価（月額：消費税込） 円／kw

②使用電力量率予定単価（月額：消費税込） 円／kwh（その他季）

円／kwh（夏季）

③契約予定電力 26 kw

庁名 黒石公共職業安定所

基本料金電力単価(月額)(円／kw)(消費税込） 使用電力量料金（月額)(円／kwh)（消費税込） ⑩月額合計金額（円） 備考

④力率修正 ⑤単価(円) ⑥小計 ⑨小計

（185－力率）　①×④/100 　契約電力×契約電力単価(月額) ⑦使用電力量 ⑧使用電力料金単価 使用電力量×使用電力料金単価

(%) 　③×⑤ （kwh） (円) 　⑦×⑧

4月 3,765 その他季

5月 3,117 その他季

6月 4,039 その他季

7月 5,364 夏季

8月 5,614 夏季

9月 4,604 夏季

10月 3,161 その他季

11月 4,721 その他季

12月 6,462 その他季

1月 6,848 その他季

2月 6,128 その他季

3月 6,195 その他季

合計 60,018

小数点第3位を四捨五入 小数点第3位を四捨五入

※入札書に添付して提出すること。 （消費税抜）

（⑥＋⑨）（円未満切り捨
て）

⑪合計金額×100/110（円未満切り捨て）



別紙－２

 印

下記事項の入札及び見積りに関する一切の権限を委任します。

　　令和 　　年 　　月 　　日

住    所

商    号

代 表 者

　支出負担行為担当官

　　青森労働局総務部長　　殿

（注意）　入札書提出時に提出すること。日付は、提出日を記入すること。

受任者印

記

（委任事項） 令和７年度　青森労働局管内（安定所８施設）で使用する電力供給契約

委　 任　 状

（住所）

私は、（氏名） 　を代理人と定め



別紙－３

 　　　　　　　　 住        所

 　　　　　　　　 商号又は名称

 　　　　　　　　 代 表 者 氏 名

１　入札案件名

２　電子調達システムでの参加ができない理由

　（記入例）

　　・認証カードの申請中だが、手続きが遅れているため

３　紙入札業者登録内容（別添「紙入札業者登録票」のとおり）

　※電子入札システムに登録する必要があるため、すべて記入すること（⑦及び⑯については、該当な

　　き場合は省略可）。

令和　　年　　月　　日

　　支出負担行為担当官
　　　青森労働局総務部長　　殿

電子入札案件の紙入札方式での参加について

　貴部局発注の下記入札案件について、電子調達システムを利用して入札に参加できないので、紙入札

方式での参加をいたします。

記

令和７年度　青森労働局管内（安定所８施設）で使用する電力供給契約



（別添）

①　資格審査登録番号

②　企業名称

④　所在地

⑤　代表者職名

⑥　代表者氏名

⑦　部署名

⑧　代表者電話番号

⑨　代表者ＦＡＸ番号

⑩　連絡先名称

⑪　連絡先氏名

⑫　連絡先郵便番号

⑬　連絡先住所

⑭　連絡先電話番号

⑮　連絡先ＦＡＸ番号

⑯　連絡先メールアドレス

※　電子入札システムでの参加業者については、提出は不要。

※「資格審査登録番号」には、資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の「業者コー

　ド」を記入すること。

※「部署名」は、代表者の所属部署が特段ない場合には空欄でもよい。

紙　入　札　業　者　登　録　票



別紙－４

 　　　　　　　　 住        所

 　　　　　　　　 商号又は名称

 　　　　　　　　 代 表 者 氏 名

（注意）　電子調達システムで入札参加をする場合であって、かつ別紙－５の競争参加資格等確認関係

　　　　書類を紙によって提出する場合のみこの様式を電子調達システムにより提出すること。

　　　　　なお、処理を行わない場合、同システムによる入札ができなくなるので、留意すること。

令和　　年　　月　　日

　　支出負担行為担当官
　　　青森労働局総務部長　　殿

競争参加資格等確認関係書類の紙による提出について

　令和７年２月２１日開札の「令和７年度　青森労働局管内（安定所８施設）で使用する電力供給契
約」に係る競争参加資格等確認関係書類については、令和  年  月  日紙媒体により提出いたします。



別紙－５

競争参加資格等確認関係書類

　以下１～５の書類を入札説明書６（２）で定める期限までに提出してください。

１　厚生労働省大臣官房会計課長から通知された資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し

２　自己申告書（別紙－６）

３　誓約書（別紙－７）

　　※　個人の場合は裏面を記載すること。

　　※　法人の場合は役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料（エクセル等で任意様式にて

　　　作成したもので可）を添付すること。

４　保険料納付に係る申立書（別紙－８）

５　適合証明書（別紙－９）

６　その他参考資料　会社履歴書又はこれに類する書類（例：会社概要、パンフレット）

　　※　任意提出。支出負担行為担当官の求めに応じ提出すること。

※　提出部数　　　　　　各１部



別紙－６

自己申告書

　下記の内容について誓約いたします。

　なお、この誓約書に虚偽があったことが判明した場合、又は報告すべき事項を報告しなかった

ことが判明した場合には、本契約を解除されるなど当方が不利益を被ることとなっても、異議は

一切申し立てません。

記

１　厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。

２　過去１年以内に、当社又はその役員若しくは使用人が、業務に関し、厚生労働省所管法令違

　反により行政処分を受け又は送検されていないこと。

３　事業の実施に当たっては、各種法令を遵守すること。

４　契約締結後、当社又はその役員若しくは使用人が、業務に関し、厚生労働省所管法令違反に

　より行政処分を受け又は送検された場合には、速やかに報告すること。

５　前記１から４について、本契約について当社が再委託を行った場合の再委託先についても同

　様であること。

令和　　年　　月　　日　　

　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　代 表 者 氏 名

支出負担行為担当官

　青森労働局総務部長　　殿



別紙－７

誓 約 書

　□　私

　□　当社

は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。

　この誓約書が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、

異議は一切申し立てません。

　また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。

記

１　契約の相手方として不適当な者

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は

　　役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は

　　代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不

　　当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規程する暴力団をいう。以

　　下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を

　　もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜は供与するなど直接的ある

　　いは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

２　契約の相手方として不適当な行為をする者

（１）暴力的な要求行為を行う者

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者

（４）偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者

（５）その他前各号に準ずる行為を行う者

令和　　年 　　月 　　日

　　　　　　　住所（又は所在地）

　　　　　　　社名及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　※代表者の氏名及び生年月日等を裏面に記載すること。

　※法人の場合は役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料（エクセル等で任意様式にて作成したも

　ので可）を添付すること。



別紙－７（裏面）

 明治        生 年 月 日

 大正

 昭和

 平成　　　年 　　月 　　日

 上記について、相違ないことを認めます。

 令和 　　年 　　月 　　日

※個人の場合、役職名の記載は不要。

役　　職　　名 氏　　　　　名

　　　　　　　住所（又は所在地）

　　　　　　　社名及び代表者名



法人名：

（ フ リ ガ ナ ）

氏 名

【添付書類の参考様式】

役　員　等　名　簿

役 職 名 生 年 月 日



別紙－８

保険料納付に係る申立書

　当社は、直近２年間に支払うべき社会保険料（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会管

掌のもの）、船員保険及び国民年金の保険料をいう。）及び直近２保険年度に支払うべき労働保

険料（労働者災害補償保険及び雇用保険の保険料をいう。）について、一切滞納がないことを申

し立てます。

　なお、この申立書に虚偽内容が認められたときは、履行途中にあるか否かを問わず当社に対す

る一切の契約が解除され、損害賠償金を請求され、併せて競争参加資格の停止処分を受けること

に異議はありません。

　また、当該保険料の納付事実を確認するために関係書類の提示・提出を求められたときは、速

やかに対応することを確約いたします。

令和　　年　　月　　日　　

　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　代 表 者 氏 名

支出負担行為担当官

　青森労働局総務部長　　殿



別紙－９ 

適 合 証 明 書 
令和  年  月  日 

住 所                         

会 社 名                         

代表者名                         

 

下記のとおり相違ないことを証明します。 

 

１ 電源構成及び二酸化炭素排出係数の情報の開示方法 

開 示 方 法 番 号 

①ホームページ      ②パンフレット      ③チラシ 

④その他（                        ） 

 

 

 

２ 令和４年度の状況 

 項 目 
自社の 

基準値 
点 数 

① 
令和４年度１ｋＷｈ当たりの二酸化炭素排出係数 

（単位：ｋｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ） 

 

 

 

② 令和４年度の未利用エネルギー活用状況 
 

 

 

③ 令和４年度の再生可能エネルギー導入状況 
 

 

 

 

 項 目 取組の有無 点 数 

④ 需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取組 
 

 

 

 

① ～④の合計点数 
 

 

 

注１）１の開示は、経済産業省「電力の小売営業に関する指針」（最新版を参照）に示された電源構成等の

算定や開示に関する望ましい方法に準じて実施していること。なお、新たに電力の供給に参入した小

売電気事業者（事業開始から１年以内）であって、電源構成の情報を開示していない者は、事業開始

日及び開示予定時期（参入日から１年以内に限る）を「番号」欄に記載すること。 

注２）２の「自社の基準値」及び「点数」には、別冊‐２により算出した値を記載すること。 

注３）１の開示方法（又は事業開始日及び開示予定時期）を明示し、かつ、２の合計点数が70点以上とな

った者を本案件の入札適合者とする。 

注４）１及び２の条件を満たすことを示す書類を添付すること。

 


